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１．はじめに 

ゆとり教育の学力低下批判から一転、文部科学省は、

総合的な学習の時間などを設け「生きる力」を育成する

取り組みに力をいれている。近年はキャリア教育等で

「アクティブラーニング」(以下 AL)が汎用化され、「学び

の場」はより実践的な場所へと移行している。 

2014 年 11 月、文部科学大臣は中央教育審議会への「初

等中等教育における教育課程の基準等の在り方につい

て」(1)の諮問の中で、検討すべき学習・指導・評価方法

の 1 つの考え方として初めて AL を明記した。AL という単

語自体は、2012 年の中教審答申で記載されており「教員

による一方向的な講義形式の教育とは異なり、学修者の

能動的な学修への参加を取り入れた教授・学習法の総

称」(2)と定義されている。問題解決学習や体験授業、教室

内でのグループディスカッションを含む能動的な学習を

指し、様々な可能性を秘めた手法として注目されている。 

そこで本稿では、初等中等教育領域でも AL を積極的に

導入することが検討されている中で、まちづくり学習へ

の展開の可能性について探ることを目的に、急速に広が

る「学びの場」の多様化の現状と課題を考察する。 

２．「学びの場」の多様化 

2-1 「学びの場」への期待 

初等教育では、1996 年の中央教育審議会の第１次答申

で「総合的な学習の時間」が創設提起され、1998 年には

学習指導要領に位置づけられて 2002 年から実施されてい

る。小学校の学習指導要領(2008 年改訂)においても「探

究的な学習」が、さらにその前の学習指導要領から導入

された「総合的な学習の時間」が規定されている(3)。 

「総合的な学習の時間」は、変化の激しい社会に対応

して、自ら課題を見付け、自ら学び、自ら考え、主体的

に判断し、よりよく問題を解決する資質や能力を育てる

ことなどをねらいとしており、地域や社会と自分との関

係性において教科学習内容を再統合するというプロセス

を採り入れる試みとして始まっている。 

一方、AL は 2012 年 8 月 28 日の文部科学省中央教育審

議会の答申「新たな未来を築くための大学教育の質的転

換に向けて～生涯学び続け、主体的に考える力を育成す

る大学へ～」(2)で大学教育に向けた利用が始まった。小・

中・高校の「総合的な学習の時間」の目的が能動的学習

を目的とする点では、すでに初等教育から AL は始まって

いると言えよう。 

また、「キャリア教育の推進に関する総合的調査研究協

力者会議」(4)の報告書でも、学校教育に強く求められてい

るのは「子どもたちが『生きる力』を身に付け、社会の

激しい変化に流されることなく、それぞれが直面すると

予測される様々な課題に柔軟に、かつ、たくましく対応

し、社会人・職業人として自立していくことができるよ

うにすること」と明記されており、キャリア教育効果と

しても AL が活用されている。これらは、外部委託される

ことも多く「学びの場」は学校から周辺地域や学区を超

えて広がっている。 

2-2 「学びの場」の移り変わり 

現在では、体験学習として「総合的な学習の時間」等

を利用した職業体験や地域活動への参加やコミュニティ

スクール等での地域住民との関わりなど、様々な形の

「学びの場」が広がっている。 

 

 

 

 

 

 

図 1 小学校における総合的な学習の時間の学習活動(H25年度計画) 

出典：平成 25年度教育課程実施・編成状況調査 

 

 

 

 

 

図 2 中学校における総合的な学習の時間の学習活動(H25年度計画) 

出典：平成 25年度教育課程実施・編成状況調査 

文部科学省の調査(5)によると「総合的な学習の時間の学

習活動(平成 25年度計画)では、「地域や学校の特色に応じ

た課題」を取り扱う割合が小学校は全体で 96.7%、中学校
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は全体で 79.9%と高い値となっている(図 1、図 2)。全国

の私立中高に行ったキャリア教育調査(6)によると、過去お

よび現在進行中の取り組みとして外部講師を迎えて講演を

行った学校が全体の 19.8%、18.4%と最も多く教員以外の

人間が携わっていることもわかる。 

また、職場見学やボランティア活動など学校の外へ「学

びの場」を移した学習も継続されている(図 3)。同報告書

の中で「これまで最も効果が高かった取り組みは何か」と

いう問いに「外部講師」(19.8%)「就業体験」(19.8%)が挙

げられ、「学びの場」が外へ広がる理由として「普段授業

で接している教師より説得力がある」「外部からの新しい

刺激の期待」「時間がないこととの関連」などがあり、効

果として「平常授業と異なる場での知への気づきがあっ

た」など「平常と異なる場」への期待が伺える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ キャリア教育の過去と現在の取り組み 

(株式会社矢野経済研究所調査報告より筆者作成) 

2-3「学びの場」の学習効果を生む要因 

調査結果からも「平常授業と異なる場」や「教員や学

校外からの刺激」といった漠然とした効果要因は挙げら

れているものの「学びの場」に関わる「人」「実施内容」

「取り組む時期」「実施場所」など、様々な要因が関わっ

たことでどのような効果や相互作用があるのかは不明確

である。また、中原(2009)の「組織結束力をいくら高め

ても，職場のメンバーが，自分たちの目指すところ，つ

まり仕事の意味や意義に対するコンセンサス(合意)を共

有していなければ，高いパフォーマンスは得られない。」
(7)と指摘しているように、教育現場では情報共有される機

会が少なく「あの先生だから出来ること」と言った教員

の属人的能力として理解されていることが多いと考えら

れる。そのため、どういった要因が学習効果に繋がって

いるのか特定が必要と考えられる。 

３．おわりに 

2014 年文部科学省(8)は、AL について指導や評価など、

実際の失敗事例を取り上げ、概要、問題、結果、原因、

対策、知識化を、失敗学に沿って調査した。亀倉(2016)

が「AL 失敗の基本三事例が示唆することは、教員が学生

と関わる指導や介入について過剰でも過少でもあっては

ならないということであり、ここにアクティブラーニン

グを進めるうえでの本質的な難しさがある。」(9)と示す通

り失敗要因以外にも「生徒との関わり方」も重要である

と言えよう。 

このことから、「学びの場」に関わる要因は、「人」「実

施内容」「取り組む時期」「実施場所」以外に「生徒との

関わり方」があり、それらが相乗効果を生む状況は不明

確であると言える。生徒に能動的な学習効果を与える学

校と地域社会の協働の形を分類化し、まちづくりに関し

ても「学びの場」の効果指標を明確化することで属人的

なものと判断されがちな学習効果を、教員だけでなく地

域の人たちとも協働しながら展開していくことができる

仕組みを模索する必要性がある。 
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